予算要求資料
平成25年度当初予算　　　支出科目　款：警察費　項：警察活動費　目：交通指導取締費　　　
	事業名: 交通安全施設整備費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


　　　　　　　　　　（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）

　　　　　　　　　　　　　　　警察本部　交通部  交通規制課　電話番号：058-271-2424（内5171）
　　　　　　　　　　E-mail：c18890@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：725,262千円（前年度予算額：698,308千円）
	要求内容


	１　要求の内容


道路交通の安全と円滑化を図り、快適な交通環境を実現するため、交通信号機、道路標識、道路標示等の交通安全施設の整備を推進する。

	２　所要経費


特定交通安全施設整備費        

　（１）交通安全対策事業（信号機高度化、交通渋滞対策、通学路対策等）
・交通信号機の集中制御化、系統化

・歩行者と車両の分離化

・経過時間表示機能付歩行者灯器の整備
　（２）交通円滑化対策
・交通信号機の新設　

・老朽化した信号柱の更新

・道路標識、道路標示の整備

	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度

予算額
	698,308
	322,347
	　　　0
	      0
	     0
	     0
	      0
	302,000
	73,961

	要求額
	725,262
	336,058
	      0
	      0
	     0
	     0
	      0
	309,000
	80,204

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　第９次岐阜県交通安全計画の目標数値である「平成27年までに年間の24時間死者数100人以下、死傷者数13,000人以下」を達成するため、交通信号機、道路標識、道路標示等の交通安全施設を整備し、交通安全及び交通の円滑化を図る。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移　人
	現在値
	目標　
	達成率

	交通事故死者数
	133 
（H22）
	102 
（H23）
	（H  ）
	（H  ）
	100 
（H27）
	98.0％


	交通事故死傷者数


	15,890
（H22）
	14,322
（H23）
	（H　）
	（H　）
	13,000
（H27）
	90.8％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（平成24年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）
　「社会資本整備重点計画法」及び「交通安全施設等整備事業の推進に関する法律」に基づき計画された、信号機の高度化等、事故危険箇所対策、ゾーン対策、歩車分離式信号の整備など重点対策箇所を中心に、交通信号機、道路標識、道路標示等の整備及び信号灯器のＬＥＤ化、道路標識の高輝度化など総合的な対策を推進して、安全で快適な交通環境の実現を図っている。


（平成24年度の成果）

	・平成24年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果
　　交通安全施設の整備により期待される効果として、交通事故を減少させ人的・物的損失等を防ぐ交通事故抑止、渋滞の緩和を図り旅行所要時間を短縮する交通円滑化、走行時間短縮や消費電力削減による排出ガス量削減に伴う環境保全などがあり、今後も県民や時代の要請に従い継続していく必要がある。



	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	交通信号機、道路標識、道路標示の整備は道路交通規制の中核をなす事業であり必要不可欠である。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	交通事故危険箇所の重点整備や通学路対策等、県民のニーズに添った施工を図っており有効に行われている。


	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	  信号機の集中制御化、灯器のＬＥＤ化など、維持経費の節約に努めているほか、適正な設計、契約を通じて効率化を図っている。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　耐用年数を超過した交通安全施設が急増しており、対象機器や交通信号灯器、交通信号柱の計画的な更新が必要となっている。



（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか
　県民を交通事故の危険から守る安全な交通環境を実現するためには、継続的な交通安全施設の整備は必要不可欠であるため、計画的、効率的な事業の推進を図りつつ継続して取り組んでいく。



